
安定 した回復傾向で推移

平成16年の大阪経済は、多少の上下動がみられたものの、生産が年後半を中心に好調に推移した

のをはじめ、輸出が3年連続で増加し、個人消費や民間設備投資も堅調であったことから、安定し

た回復傾向で推移した。

需要面をみると、個人消費では大型刀ヽ売店販売額は減少となったが、乗用車や家電製品などの耐

久消費財が消費の回復に大きく寄与した。住宅投資については、新設住宅着工戸数が14、15年の高

水準から息切れし、 3年ぶりに減少に転じた。民間設備投資は、生産回復による稼働率や利益水準

の上昇から、「維持 ・補修」目的の投資や情報化投資のほか、「能力増強Jや 「研究開発」など前向

きな設備投資もみられた。輸出は、過去最高額を更新した中国向けが6年連続で、アジアNIEs

向けが 3年連続で前年を上回ったことなどから、全体では3年連続の増加となった。

以上の需要動向を受けて、生産活動は15年からの回復傾向か年後半にかけてより鮮明となり、年

間ではプラスとなった。雇用は15年と同様に、有効求人倍率、新規求人数がともに上昇し、失業率

も緩やかに低下するなど、雇用情勢は改善傾向で推移した。消費者物価は6年連続の下落となった

が、下落幅は縮/1しヽた。企業倒産は、 3年連続で減少した。

また、府内企業の業況をみると、年前半にやや悪化したが、アテネオリンピックの開催や猛暑な

どのプラス要因もあって年央より持ち直した。建設関連業種や設備投資関連業種などの受注の好調

を背景に、全体では回復基調で推移した。
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1 景 気は回復基調を持続

平成14年3月 に景気の谷を迎え、回復に向かった大

阪経済は、若子の上下動がみられたものの、15年に続

いて輸出が好調であり設備投資にも広がりがみられた

こと、また、求人倍率や失業率が順調に改善したこと

など、年間を通して回復基調を持続した。

これを景気動向指数からみると、大阪府DI(デ ィ

フュージョン・インデックス)の 一致指数が14年4月

に景気判断の分かれ目となる50%を 超えた後、16年4

月に2年ぶりに50%を 下回ったが、それ以降は50%以

上を持続した (図表I-1-1)。

2 需 要ほ回復傾向へ

需要面では、個人消費は大型刀ヽ売店販売額で13年蓮

続の減少と低調であったが、耐久消費財のうち、乗用

車では普通乗舟車が高い伸びを示し、家電製品ではD

VD機 器やテレとなどの商品が消費の回復に大きく寄

与する結果となった (図表正-1-2)。

住宅投資については、新設住宅着工戸数が14、15年

の高水準から息切れし、 3年 ぶりに減少に転じた。利

用関係別では持家が堅調に推移している。また、分譲

マンションでは、地価の下落にともなって都心回帰の

傾向がみられ、府内全体に占める大阪市内での供給割

合が高まっている。

これまで投資意欲が抑制されていた民間設備投資は、

「維持 ・補修」目的の投資や情報化投資が優先されて

いるものの、生産回復による稼働率や利益水準の上昇

から 「能力増強Jや 「研究開発」といった前向きな設

備投資もみられるようになった。

公共投資は、全体では減少が続いており、16年はピー



“

∞

９０

８６

詢

６０

範

如

３０

如

，０

０

‐５

‐６

伍

∞

９５

的

８５

司

ゴ

図表Ⅱ-1-1 景 気動向指数の推移 (一致指数)

DI(デ ィフェージョン イ ンデックス)

CI(コ ンポジット イ ンデックス)

資料 ,大阪府は大阪府立産業開発研究所が作成、全国は内閣府が作成。

(注) 景 気動向指数 (DI、 CI)は 、消費、投資、生産、雇用などの景気に敏感に反応する指標の動きを統合し

た景気指標である。
DI(デ ィフュージョン・インデックス)は 、景気局面の判断や景気転換点の判定に用いられる。指数が50

%超 の場合は景気拡大局面、50%未 満の場合は景気後退局面にあり、50%ラ インを上から下に切れば「景気の

山」、下から上に切れば「景気の谷Jとなる。
CI(ヨ ンポジット・インデックス)は 、景気変動の大きさやテンポを測定するもので、基準時点 (平成 7

年)を 100とした相対的な水準を示す。

ク時である5年の3分 の1の水準を下回った。

輸出は、全体の約 6割 を占めるアジア向けでは、過

去最高額を更新した中国向けが6年連続で、 2桁 増の

アジアNIEs向 けが3年連続で増加したほか、アメ

リカ向けが6年ぶりに、中東向けも2年ぶりに増加に

転じるなど、全体では3年連続の増加となった。

3 産 業活動は堅調に推移

このような需要動向を受けて、16年の生産活動は各

四半期を通じてプラス成長を示し、15年からの回復傾

60

向がより鮮明となった。とりわけ、年後半にかけて好

調に推移した。(図表正-1-3)。

雇用は、15年と同様に、有効求人倍率、新規求人数

ともに堅調に上昇し、失業率も一貫して緩やかに低下

するなど、雇用情勢は引き続き改善傾向で推移した。

物価は、消費者物価が総合で6年連続の下落となっ

たが、天候不順の影響による生鮮野菜等の値上がりか

ら下落幅は縮小した。財 ・サービス別では、財は6年

ぶりに上昇に転じたものの、サービスは3年連続で下

落した。企業物価は石油価格や欽銅などが物価格数の
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資料 t大阪税関調べ、経済産業省 「商業販売統計J、国上交通省 「建築着二統計J、西日本建設業保証伸 「公共工事

前払保証統計J。

1-2 需 要関連指標の推移 (大阪府、前年同期比)

輸出通閥寝 (近能圏)

新設住宅者工戸数

大型小売店販売額 公共工事話負金額

-3 生 産関連指標の推移 (大阪府、前年同期比)

製造業所定外労働時間指数(左目盛)

製造工業生産指数(左目盛)
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資料 1大lk府統計課 「大阪府工業指数J、「年月SJJ労耗計地方調査J、大阪労働局 「職業安定業務統言卜J、仰東京南工

リサーチ調べ。

押 し上げに寄与 した。

企業倒産は、件数が 3年 連続の減少となり、収束の

方向にある。負債金額は、件数の減少に加えて、超大

型倒産の発生が減少 したことから減少に転 じるなど、

倒産動向は改善 しつつある。

4 企 業の景況は改善傾向が続 く

府内企業の業況判断DIは 、16年前半はやや悪化 し

たものの、アテネオリンピックの開催や猛暑 といった

プラス要因もあって、年央は持ち直 し、10～12月期に

1ま「上昇」と 「下降」が捨抗する水準まで回復 した。

産業別では、製造業の業況判断DIが 1年ぶ りにブ

ラスになったほか、非製造業や中小企業でも前回の景

気のピークであった12年10～12月期を上回る水準まで

回復した。企業規模別にみると、大企業のDIは 7～

9月期には前回の景気のピークである12年10～12月期

を上回る水準まで回復するなど、高水準で推移した。

中小企業のDIも 順調に改善を続けた。

府内主要中小企業の景況総合判断をみると、14年1

～ 3月をほとして持ち直しに向かい、16年も持ち直し

の動きが続き、10～12月期は気温が高かったことで繊

維関連業種が落ち込んだことからマイナスとなったも

のの、基調として回復傾向であった。

業種別にみると、消費関連業種は、低迷業種が引き



続きみられるものの、在庫調整の進展や国内製品の見

直しから、販売の減少に歯止めがかかる業種が出てき

た。建設関連業種は、住宅建築が全国ベースでは一進
一退なから前年の水準を上回る動きとなった。工場、

店舗、倉庫など非住宅では設備投資の回復に伴う増改

築の動きが広かるなど、全体として受注は底堅く推移

した。設備投資関連業種は、自動車関連や輸出向け機

械関連に支えられて、受注の増加が続いた。

円ドル相場は年央に、日安となったものの基調とし

ては円高傾向であった。しかし、中国を中心とする海

外需要が好調であったことから輸出は堅調に推移した。
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